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2005年６月

３日（金）ランメル生涯学習・継続・高等教育担当副大臣は学習技能協議会(Leaming

andSkillsCouncil:LSC)によって発表された継続教育カレッジへの支出増を歓迎した。

/初等学校における読み方の教授における総合的フオニックスの役割と読み方をめぐ

る困難を抱えた子どもたちへの支援についての独立のレビューが教育水準局(Office

fbrStandardsinEducation:OfSted)の部長であったローズを中心として行われるであ

ろうと発表された。８日（水）特別の教育的ニーズをもつ子どもたちを主流の学校で

教えるべきだと主張してきたバロネス・ウオーノックがそのような措置は子どもた

ちの混乱を招き、事故につながると以前の見解を修正し、新たな独立の調査委員会

の設置を要求した。９日（木）ホープ技能担当政務次官は下院教育技能特別委員会の

受刑者教育についての報告書を歓迎した。／J・スミス学校担当閣外相は優秀な大学卒

業者を教職に引き寄せることを目的とする教員養成機構(reacherTrainingAgency：

TTA)の改革案を承認した。１３日（月）ケリー教育技能大臣は学校が開設時間を延長

することによって地域へのさまざまなサービスの提供の場となる拡張学校(extended

schools)の手引書を発表した。またこの日の『インディペンデント』紙は彼女が私

立学校が公的な資金を受けることを容易にすることを構想していると報じた。’５日（

水）Ｊ・スミスは保護者と生徒たちがアカデミーの設置を支持しているというコンサ

ルタント会社のプライスウオーターハウス・クーパーズの報告書を歓迎した。２１日（

火）生徒たちの行動と規律に関する専門家集団が第１回の会合を開いた｡２３日(木)J・

スミスが学校からの期限付きおよび無期限の排除の実態についての総合的な情報を発

表した。２７日（月）J・スミスが新たに１９４校のスペシャリスト・スクールの指定を

発表し、これでその合計は2,382校となった。２８日（火）有力大学の数学者たちに

よる報告書が学校と大学における数学教授は「衰退の悪循環」に陥っているとして、

政府が危機の性質を把握していないことを非難した。

7月

１日（金）子どもをめぐるサービスをめぐる協議と法案の通過に伴い、「子どもたち
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をめぐるサービスの視察大綱」がOfStedより発表された。５日（火）高等教育統計局

(HigherEducationStatisticsAgenCy:HECA)の統計によると大学卒業者は就職の見通

しが高く、初任給も比較的高いことがわかったとランメルが述べた。７日（木）ロン

ドンで爆弾テロ事件が起きる。統合をめぐる議論の活発化。／OfStedは初めて実施し

た学校に対する生徒たちの意識調査の結果を報告書『生徒たちの学校に対する満足』

(Pupilssatisfactionwiththeirschools)にまとめたが、全体として彼らの通う学校と

教育に満足していることがわかったと発表した。１４日（木）ランメル高等教育担当

副大臣は恵まれない背景を持つ学生がかつてなく大学に進学しやすくなっていると

述べた。１５日（金）すべての保護者に公平な児童保育の選択を提供するための協議が

開始された(2005年１０月７日まで)。１８日（月）新しい学生財政制度を説明するた

めに高等教育部門が政府に協力することになる。２０日（水）１４歳から１９歳までを対

象とする学習の改革をめぐる外部からの助言集団が最初の会合を開いた。２１日（木

）下院の教育技能特別委員会は同委員会の「全国技能戦略:14-19の教育」（National

SkillsStIategy:l4-l9Education)および「子どもたちに読み方を教える」（Teaching

ChildrentoRead)を含む最近の報告書に対する政府の回答を発表した。２２日（金）ス

ー・ハックマンが学校の水準をめぐる新しい主席助言者に任命された。２６日（火）初

等学校におけるフオニックスの普及をめぐる先導的な計画が実施されることになっ

た。

８月

１８日（木）Ａレベル試験の結果が公表された。全体的な合格率は96.2%、Ａ等級獲得

が２３％とそれぞれ微増であった。アドニス政務次官は試験の好成績を祝賀し、さら

にいっそうの試験への参加と成績の向上を期待した。２３日（火）11歳を対象とする

全国テストの結果１１歳の成績が持続的に向上していることがわかった。２４日（水

）J・スミスは若者たちに教育にとどまり、成功を目指すように激励の言葉を述べた。

２５日（木）J・スミスはＧＣＳＥが５年間でもっとも好成績であったことを祝賀した。

３１日（金）イングランドのあらゆる学校教師が授業の計画と準備、評価のために勤務

時間の１０パーセントを留保する法的な権利が予告される(９月１日から実施される)。

９月

７日（水）政府が公営学校制度の改革に向けて推進してきたアカデミーがこの週に１０

校開設され、合計して２７校が開校し、３０校が準備中となった。８日（木）J・スミス
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が１４歳の生徒を対象とする全国テストがこれまでで最高の結果を得たことについて

生徒たちと教師たちを賞賛した。９日（金）高等教育への応募をより公平なものとす

るための提案をめぐる協議が開始された(2005年１２月５日まで)。１２日（月）ブレ

アはロンドンで演説し、２００６年９月までに４０校、２０１０年までに２００校というア

カデミーの設置目標を確認し、独立公営学校の創出を力説した。１３日（火）ランメル

はＵＫの教育制度が強力な成績を上げ、前進を示しているとするＯＥＣＤの『一目で見

る教育』値ducationataGlance)2005年度版の数字を歓迎した。これに対し、翌日の

『タイムズ』紙と『インディペンデント』紙はＵＫの教育の国際的な地位は下がって

いると批判的な論評を加えた。／『ガーディアン』紙にＥ･モリス元教育技能大臣が｢労

働党の計画に対する私の３つのテスト」（MythreetestsfbrLabour，splan)と題する

論稿を掲載し、労働党の教育政策の重点が「水準」から「構造」に移ってきたことを

指摘、教育改革に対する慎重な態度を示した。２１日（水）J・スミスは約8,000人の

常習性無断欠席者に対する集中的な働きかけの計画を明らかにした。２２日（木）ケリ

ーは２０１２年にロンドンで開かれるオリンピックを児童生徒の学習機会として利用す

る計画を発表した。

1０月

３日（月）学校給食をめぐる独立のレビュー・パネルの報告書『形勢逆転:学校給食

の変容』（TumingtheTables:TransfbrmingSchoolFood)が発表された。５日（水）

OfStedが教科ごとの報告書の新しいシリーズの第１弾として２０００年から２００５年

にかけての英語について報告した。初等学校の授業の約３０％における質が満足とは

いいがたいことが指摘された。１２日（水）ケリーが全国の学校建築を改善するため

の１０億ポンドを超える資金提供を発表した。２０日（木）OfStedの年次報告書が発表

された。／ケリーはＧＣＳＥ試験で５科目以上を良好な成績で合格する生徒の増加を歓

迎した。２４日（月）教育白書の公表を翌日に控えて、ブレアは彼の野心はあらゆる学

校を「自治的な独立公営学校(selfgovemingindependentstateschools)」にするこ

とであると述べた。／下院教育技能特別委員会で市民性の教育をめぐる意見聴取が行

われＢ・クリックらが証言を行った。２５日（火）学校に対するより多くの自由と保護

者に対するより多くの権限の付与を謡った教育白書『すべてのもののためのより高

い水準、よりよい学校』（HigherStandards,BetterSchoolsfbrAll)が発表された。２６

日（水）ケリーはアンソニー・グリーナー卿を資格カリキュラム機構(Qualifications

andCurriculumAuthoriW:QCA)の議長に任命すると発表した。／下院教育技能特別
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委員会のメンバーである労働党のＤ・チェイター議員が白書の内容に対する疑問を表

明した。２７日（木）この日発表された見習い労働者の給与に関する新しい研究は若者

に将来の職業についてのよりよい情報提供に基づいた選択機会を与えることの重要

性を強調した。／大学卒業後４年たった就職者を対象とする調査は学位が「価値ある

投資」であるという彼らの意見をまとめた。２８日（金）政府はＵＫの高等教育が「健

全で活気がある」とするイングランド高等教育財政委員会HEFCEの報告書の発表を

歓迎した。３１日（月）下院の教育技能特別委員会でOfStedと成人学習視学団(Adult

Leaminglnspectorate:ALI)の合併をめぐる意見聴取が行われALI側の発言がなされ

た。（2006年２月１６日に公表)/同じく特別の教育的なニーズをもつ子どもたちの

教育をめぐりバロネス･ワーノックによる証言が行われた(2005年１１月４日に公表)。

／『ガーディアン』紙は政府の５０億ポンドをかけたアカデミー・プログラムにより

誕生した新しい学校が、もとの失敗校の生徒の大多数を占めていた不利益を受けてい

る地域出身者を減らし、他の地域からの生徒を増やしていると報じた。／『デイリー・

テレグラフ』紙は生徒を特定教科で能力別に教えるやり方により水準を上げるという

ブレアの計画が政府自身の調査結果によって疑わしいことがわかったと報じている。

/政府は４つの産業部門における全国スキル・アカデミーを２００６年の９月に発足さ

せると発表した。

1１月

２日（水）OfStedが市民性の教育および、市民性に関わる教員養成をめぐる２つの報

告書を発表し、よい市民性の授業が中核的な技能、態度、価値の形成に役立つと指

摘、その一方で５分の１の学校では市民性がカリキュラムの周辺におかれていると

も述べた。７日（月）下院の教育技能特別委員会で継続教育をめぐり学習技能協議会

(LSC)の代表者の証言が行われた。（2005年１１月１１日に公表)８日（火）ケリーは

幼児の保育をめぐる新しい法案の公表を予告した。９日（水）下院教育特別委員会で

OfStedの仕事をめぐり、Ｄ･ベル主席視学官を初めとする幹部職員の証言が行われた。

(2005年１１月１４日公表)１４日（月）2004年１１月から始まったＡ・フォスター卿

を中心とする継続教育に関するレビューの最終報告書『可能性を実現する：継続教

育カレッジの未来のレビュー』(RealisingthePotential:AreviewofthefUtureofFE

colleges)が教育技能省に提出された｡１５日(火)生徒たちの｢エンプロイヤビリティー」

の改善を目指す継続教育に関するレビューの報告書が発表され、政府により歓迎され

た。１８日（金）OfStedが１４歳－１９歳の教育に関する一連の報告書、また継続教育

1０２



イギリス教育の動向

における職業教育をめぐる報告書を発表した。２１日（月）この日、第２回のいじめ

反対週間が始まり、教師が児童生徒の規律を保つ権限と児童牛徒の行動をめぐる保護

者の責任とが強調された。３０日（水）ケリーは不利益を受けている地域における幼児

への取り組みであるシュア・スタートの成果をめぐる評価を受けて、その成功を拡大

するためのさらなる方策を発表した。

1２月

１日（木）ケリーが子どもの読み方のスキルを改善するためのローズ・レビューの

中間報告書を歓迎する。２日（金）キー・ステージ２における英語と数学の到達度

テストの結果が過去最高であったとアドニスが述べた。５日（月）2004年の１２月

に大蔵省によって委託された２０２０年までの国の長期的なスキルのニーズに関す

るリーチ卿のレビューの中間報告書が公表された。／ケリーが教員の給与の増加

を発表する。７日（水）下院の教育技能特別委員会の証言の中で、教員組合である

NUT,ATL,NASUWT,PATが白書におけるトラスト・スクールの構想を拒否した。また

英国ヒューマニスト連合(BritishHumanistAssociation:BHA)は白書の提案が宗派間

の分離と対立をもたらすのではないかとして教員組合の主張を支持した。１３日（火）

ケリーが子どもたち、若者および成人に関連する視察制度の変更を発表する。１４日

(水)OfStedは初等および中等教育における水準を引き上げるために実施されている

全国戦略は肯定的な影響を及ぼしているとの評価を発表した。／政府は１４の専門的

デイプロマを設ける１４歳から１９歳までの青年を対象とする改革実施案を発表した。

/労働党の有志議員により中等学校への進学の際の選抜を厳しく規制し、地方当局に

より強力な権限を与える白書の対案(AltemativeEducationWhitePaper)が提案され

た。１５日（木）政府は犯罪者のスキルの訓練を通じて雇用を促進するために雇用主の

訓練への参加を増進する方針を明らかにした。１６日（金）Ｄ・ベルがOfStedの長から

教育技能省の事務次官に就任した。１９日（月）下院教育技能特別委員会で学校白書を

めぐる証言が行われた。２０日（火）フェビアン協会の発行する『フェビアン評論』誌は、

｢英国らしさ」（Britishness)の特集号を発行し、歴史教育の強調を初めとして、国民

の統合のための教育の推進を提起した。

2006年１月

１０日（火）ケリーが子育て支援についての概要を示す。／保守党のキャメロン党首

は政権を穫得しても、１１歳時における選抜試験を復活する意図がないことを表明し

1０３



た。１１日（水）会計検査院ＮＡＯの報告書が「少なくとも１００万人の子どもたちが水

準以下の学校で教えられている」とイングランドの学校、特に中等学校の状態に警告

を発した。１８日（水）学校のリーグ・テーブルが発表された。イングランドでもっと

も改善された学校とされたバーミンガムの中等学校の校長が、このような慣わしは学

校にとって有害なので廃止すべきであると発言した。１９日（木）アドニスはロンドン

の公営学校の生徒たちがＧＣＳＥの結果空前の好成績を収めたことを賞賛した。／J・ス

ミスは政府の初等戦略の結果、子どもたちの基礎の習得が大幅に改善されたことを強

調した。／ケリーは学校の教員の採用の際に教員の過去の性的非行をチェックする手

続きが改善され、子どもたちの安全が保障されていると述べる。／労働党の有志議員

による集会が開かれ、キノック元党首が政府の学校改革案を強く批判し、トラスト・

スクールの計画を撤回するよう訴える演説を行った。またＭ・ベンとＦ・ミラーによ

る討議用のパンフレット『総合制の未来我々のすべての子どもたちのための品質と

平等』（AComprehensiveFuture:QualityandEqualityfbrallourChildren)が左派系

の圧力団体であるコンパスから発表された。２４日（火）『ガーデイアン』紙は公共会

計委員会によれば成人のリテラシーおよびヌメラシーを改善するために２００１年に始

まった「生活のためのスキル」（SkillsfbrLife)プログラムはほとんど成果を挙げてお

らず、改善のためにはさらに多額の費用が必要であると結論されたと報じた。２５日

(水)OfStedは新しい学校視察のやり方により、全体の６０％以上の学校が良好または

傑出しているとの評価を得たと発表した。２７日（金）下院の教育技能委員会は学校白

書『すべてのもののためのより高い水準、よりよい学校』に関する第一次報告書を

発表した。この報告書はトラスト・スクールという構想に反対していないが、学校を

入学者選考の当局とすることを拒否している。３０日（月）下院教育技能特別委員会は

初等低学年における読み方の教授をめぐるレビューの結果についてその代表者である

J・ローズの意見を聴取した。（２月１０日に公表された。）３１日（火）Ｍ・イーグル児

童担当政務次官は養育者に対する手当ての全国的な最低基準についての提案をめぐる

協議を開始した。／Ｊ・スミスは新たに１２３の中等学校がスペシャリスト・スクール

の地位を得たことを慶賀した。

２月

２日（木）イーグルは十代の妊娠をめぐる独立の助言グループの座長と２人の若者代

表の任命を発表した。６日（月）国会の人権合同委員会は学校白書が地方当局のトラ
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スト・スクールの入学の支配を否定していることが保護者と生徒の人権を侵害する

恐れがあると警告した。７日（火）シンクタンクであるセンターフォーラムはパンフ

レット『より高きを目指す:イングランドの学校のよりよい未来』（AimingHigher:a
betterfUtuIEfbrEngland'sschools)を発行し、保護者による学校選択と入学者の選

抜が両立しないとして、学校白書の基本路線を支持した。８日（水）センターフオー

ラムと公共政策研究所０PPR)の共催で学校白書をめぐる討議「親の選択と学校の自

治:殺すか癒すか」（ParentalChoiceandSchoolAutonomy:KillorCure)が政府、保

守党、自由民主党の代表の参加を得て行われた。１０日（金）Ｂ・ヒューズ児童家庭担

当閣外相は子どもや若者に関わるボランタリーな組織を後押しするための１７００万ポ

ンドの補助金を発表した。１５日（水）ロンドンの中等学校の入学者選考方針をめぐる

LSE(ロンドン大学政治経済学院）のＨ・ペネルとＡ・ウェストの研究が学校に入学者

選考を支配させるという学校白書の提案は教育上をめぐる貧富のギャップを拡大させ

る恐れがあると展望した。１６日(木)ケリーは教員の給与をめぐる最終提案を行った。

２２日（水）Ｒ・タベラーが教育技能省の学校局長に任命された。２３日（木）若者と成

人の間のスキルの不足と取り組む政府の目標が１年早く達成されたと発表された。

２４日（金）ロンドン大学教育学研究科大学院の研究者たちが、スペシャリスト・スク

ールの政策と指定を受けた学校の好成績の間には明確な因果関係は発見できないと

結論する研究成果を発表した。２８日（火）ケリーは下院に教育・視察法案(Education

andlnspectionBill)を提出した。

３月

１日（水）GCSE試験の結果についての統計がエスニック・マイノリティーの成績の改

善が続いており、その中でも黒人の成績の上昇が顕著であることを示した。２日（木

）Ｊ・スミスが学校内で販売されている食品の基準についての関係者との協議を開始

した。／DfESは人種差別によるいじめ対策の新しいガイドラインを発表した。３日（

金）OfStedは親たちの大多数が彼らの子どもの通っている学校の教育に満足している

との調査結果を発表した。１０日（金）学校の第６年級(sixthfbrm)のＡレベルの成

績はその規模と直接に関連することをＪ・スミスが下院の答弁の中で認めた。１４日（

火）OfStedは初等学校のほうが中等学校よりも学校給食の水準の改善のペースが速い

と発表した。１５日（水）教育・視察法案が下院の第２読会の表決で賛成458、反対

115で可決された。１６日（木）ブレアは１００校のアカデミーが開設、もしくは準備

中で２０１０年までに２００校という目標の半分まで達したと発表した。２０日（月）ケ
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リーは初等低学年における読み方の水準の向上のためのローズ・レビューの最終報告

書を歓迎した。２１日（火）より安全な学校を目指す学校と警察の連携を拡大する新し

いガイドラインが発表された。２２日（水）ケリーは新年度の予算が教室における学習

の変容の推進を盛り込んでいることを歓迎した｡２７日(月)継続教育に関する白書『若

者の生活を変容させ、未来のためにスキルを増進する』（TIansfbrmingYoungLives

andDrivingupSkillsfbrtheFumre)が発表される。『フオスター報告』（2005年１１

月１４日）の勧告を反映して、技術・職業資格を目指して勉強中の１９~２５歳の青年に

奨学金を提供する反面、継続教育における「余暇」向けのコースが犠牲にされること

になる。２９日（水）OfStedは多くの保育所、あるいはチャイルドマインダーによって

提供されている食事は健全で栄養価も高いと発表した。３０日（木）J・スミスが１４歳

の時点での全国テストの記録的な好成績を祝福する。／政府が２００４．５年度の学生

の生活水準の調査の報告書を公表した。

４月

１日（土)継続教育を中心とする生涯学習の品質保証機関である生涯学習品質改善機

構(QualiWImprovementAgencyfbrlifelongleamingQIA)が発足した。４日（火）

ケリーが今後１０年間における児童保育戦略のための行動計画を発表した。／イギリ

スと中国の教育関係閣僚が両国間の学術、文化およびビジネスの交換を推進する新

しいプログラムを発表した。１１日（火）継続教育の教員の専門的な能力向上のため

の協議がランメルにより開始された。１３日（木）教育技能省の「心配の種になる学

校」（schoolscausingconcem)をめぐるガイダンスの草案が、教育法案の結果地方当

局が成績不振校あるいは停滞校に対する干渉を強化することになることが明らかに

なった。『タイムズ』紙はこれまでの保守党および労働党政権が削減してきた地方当

局の学校経営に対する権限を復活させるものだと論評した。１５日（土)全国教員組合

(NationalUnionofTeache応:NUI)は学校がトラスト・スクールの地位を得ようとす

る際に保護者による投票を求める修正への圧力をかけることを表明した。１８日（火）

ブレアはイギリスを国際教育のリーダーとするための戦略を発表した。２１日（金）ア

ドニスが補習学校(supplementaIyschools)の業績を賞賛しこの種の学校により多く

の政府からの支援を検討すると述べた。２４日（月）下院教育特別委員会は継続教育を

めぐり、Ｂ・ランメル閣外相とホープ次官の証言を聞いた。２６日（水）政府は労働党

内の教育法案反対派への譲歩として、最悪の成績を残しているものを除いた１４０か

所の地方教育当局に学校の設置、経営の競争に加わることを認める法案の修正を行っ
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イギリス教育の動向

た。２７日（木）Ｊ・スミスが教員数の増加を歓迎した。

5月

５日（金）地方選挙における労働党の大幅な議席後退の結果、内閣改造が行われ、ケ

リーに代わってアラン・ジョンソンが教育技能大臣に、またジム・ナイトが学校担

当閣外相に就任した。１０日（水）下院教育技能特別委員会はいじめの問題をめぐっ

てOfStedその他の関係方面からの証言を聞いた。１５日（月）Ａ・ジョンソンは学校が

所在地域の持続的な開発の模範となるための行動の枠組みを発表した。この日より、

2006年８月３１日まで「若者たちのための持続的な学校」をめぐる協議が行われる。

１７日（水）ナイトは教師の年金をめぐる協議を開始すると発表した。／下院教育技能

特別委員会は大学の講師たちの給与をめぐる紛争の解決のため、大学側と組合側の代

表の意見を聴取した。／OfStedは１４歳から１９歳に対する数学教育の評価を発表し、

教え方が外部試験を意識しすぎて数学の真の理解を邪魔していると述べた。１８日（

木）ヒューズは子どもをめぐるさまざまなサービスの改革が決定的に重要な時点にあ

ると述べた。１９日（金）Ａ・ジョンソンは学校におけるより健全な食生活の実現に向

けて給食における最低限の栄養基準を公表した。２２日（月）教育関係閣僚たちが高等

教育への入学の手続きをより公正なものとする改革を要求した。２３日（火）教育法案

をめぐる下院の委員会報告の審議で６９人の労働党議員が学校がトラストを設ける際

に親の投票を求める修正案に賛成したが、１２１対４１２で否決された。２４日（水）教

育法案の下院における第三読会は３２４票差で教育法案を可決する。Ｄ・チェイター議

員による１１歳での選抜の廃止を求める修正案は労働党内から５９票の賛成を得たが、

否決される。／下院教育技能特別委員会は大学の講師たちの給与をめぐる紛争をめぐ

り、再び双方の意見を聴取したが、問題の解決には至らなかった。

以上、特に注記したものを除き、イングランドに関する事項である。主な情報源は：

教育技能省プレス・ノーテイスhttp://www,dfesgov・uk/pns/newslist・cgi

教育水準局(OfSted)ニュースおよびプレス・リリースhttp://www・ofStedgov・uk／

news／

労働党系の教育シンクタンクである社会主義教育連合SocialistEducationAssociation

のニュースhttp://ＷＷＷ､socialisteducation､orguk/fhews､htm

である。
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